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新春元氣が出るセミナー 

日 時：2014 年 2 月 4 日（火） 
13:30～16：30（開場 13:00～） 

講 師：第 1 部  
税理士法人ＳＢＣパートナーズ 

代表社員 柴田 昇 

第 2 部 
株式会社イエローハット創業者 

｢日本を美しくする会｣相談役 

特別講師 鍵山 秀三郎 氏 

対 象：経営者・幹部役員・資産家 

定 員：100 名（先着順） 

参加費：１名様 3,000 円(税込) 
※当日会場にてお渡し下さい。 

弊社顧問契約先 無料 

会 場：産業創造館 6 階 会議室Ｅ 
地下鉄堺筋線・中央線  

堺筋本町駅 徒歩 6 分 

問合せ：税理士法人 SBC パートナーズ 

TEL 06－6315－1819 

（担当：吉田・宮阪・横山） 

SBC Seminar
 

セミナー案内 

 

 

 

会計検査院が簡易課税制度

の適用状況を実態調査する

など、消費税率引き上げを

機に消費税のいわゆる益税

拡大が懸念されていました

が、平成 26年度の税制改正

で、簡易課税制度のみなし

仕入率に関する改正が行わ

れています。平成 27年 4月

1 日以後の課税期間から、

金融保険業は 60％から

50％に、不動産業は 50％か

ら40％にみなし仕入率が引

き下げられています。この

結果、みなし仕入れ率の区

分は 6区分となります。 

Ｓｃｏｐｅ 

消費税関係の改正

SBC First Ｔａｘ
エスビーシー・ファーストタックス 

与党が平成 26 年度税制改正大綱を決定 

大企業の飲食接待は 50％損金算入認める 
自民・公明両党は、12月 12 日、平成 26年度税制改正大綱を決

定した。平成26年 4月 1日以後の消費税 8％への引き上げに伴い、

復興特別法人税の前倒し廃止や資本金 1 億円超の法人の飲食接待

費のうち50％を損金算入できる制度の導入などによりデフレ脱却

に向けた措置を盛り込む一方で、所得税の給与所得控除について

は、年収 1,200 万円超と 1,000 万円超のクラスの上限を段階的に

縮減する方向が示されている。 

主な改正項目を掲げると以下のとおり。 

・消費活性化の観点から、資本金 1 億円超の法人の飲食のための

支出（社内接待費を除く。）については、50％の損金算入を可能と

する。中小法人については、飲食費の 50％か定額控除（800 万円）

の有利な方を選べる選択制とし、損金算入の特例の適用期限を 2

年延長する。 

・給与所得控除については、給与所得者の必要経費（勤務関係経

費と考えられる支出額）や主要国の水準に比しても過大で、水準

の適正化が必要なため、控除の上限額が適用される給与収入1,500

万円超（控除額 245 万円）を以下のとおり漸次引き下げる。 

平成 28 年分より 1,200 万円超 控除額 230 万円 

平成 29 年分より 1,000 万円超 控除額 220 万円 

・平成 26 年 4月 1 日以後に行う資産の譲渡から、譲渡損失の他の

所得との損益通算及び雑損控除を適用することができない『生活

に通常必要でない資産』の範囲に、主として趣味、娯楽、保養又

は鑑賞の目的で所有する不動産以外の資産（ゴルフ会員権等）を

追加する。 

・相続財産に係る譲渡所得の課税の特例のうち、相続財産である

土地等を譲渡した場合に譲渡所得の金額の計算上、取得費に加算

する金額をその者が相続したすべての土地等に対応する相続税額

から、その土地等に係る相続税額に変更する。この改正は、平成

27年 1月 1日以後に開始する相続又は贈与により取得した資産を

譲渡する場合について適用する。 

専門家・実務家のための税務戦略ニュース 毎月 3回（5 日.15 日.25 日）発行 

■ 休刊のお知らせ…年末年始休日に係り、本紙 1月 6 日（月）発行号は、休刊となります。 

 【注意】当記事に記載されている情報に万が一誤りがあった場合、または当記事を利用することにより生じた損失や損害などについては、いかなる

場合も一切の責任を負いません。あらかじめご了承ください。 


